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【企画趣旨】

ライフステージに応じた一貫した教育によって、子ども

たちの発達が支えられる。一方、幼保小間の教育移行過程

のずれにより、行動・学習面に「小１プロブレム」（新保, 
2007）が生じていることも事実である。これまで発達障害
児への支援は、幼児期までの「早期発達支援」、学齢期から

の「教育支援」の２つを軸に展開されてきた。それぞれ、

応用行動分析学の技法を用いた支援の効果が得られてきた。

同時に、その運用方法も、前者については、ピボタル反応

への集中指導（Ishizuka & Yamamoto, 2016）、ペアレン
トトレーニング(Matsuzaki et al., 2015)、後者については、
通級指導教室での指導や学級内指導（大久保他, 2011）、巡
回相談（道城・松見, 2006）などの運用の効果が示されて
いる。一方、その間をつなぐ「就学準備（school readiness）」
のために支援方法の検討は、近年、緒に就いたばかりであ

る（山本他，2012）。幼児期から学齢期へのスムーズな就
学移行支援の実証研究が、今後はますます必要であろう。 
これまでの就学移行支援では、アカデミックスキルズの

獲得、またはソーシャルスキルズの獲得のいずれかに焦点

が絞られることが多かった。しかしながら、子どもひとり

ひとりの個別的ニーズに対応するためには、その両方を包

括する一貫した支援プログラムの開発と評価が必要である。

その実現のためには、まず「学齢期に必要な行動要素の確

立と統合」、「階層型・分岐型カリキュラムの開発」、「運用

可能性を含めた決定プロセスの統合」、「毎日実施するため

の支援技術の構築」などのモジュールを開発し、その後フ

ィールドテスト、評価、実証研究、普及研究を進めていく。 
本シンポジウムでは、「就学移行支援研究」のプランの全

体像を示した後、話題提供に進む。その後、フロアをまじ

えて多様な子どもたちのスキル獲得・維持・般化を最大化

するための系統的支援方法について討議を発展させる。研

究発表に関して、研究参加者に説明し、合意を得ている。 
【ペア学習による就学移行支援の成果 石川菜津美 】

未就学児の多くが集団療育を受けている。集団療育は個

別療育と異なり、より実場面のコミュニケーションに近い

状況でスキルを練習することができるため、同年代との相

互作用が促進され、獲得したスキルが日常生活で般化しや

すいと考えられるが、集団療育の効果についての分析が十

分なされているとは言えない。加えて、年長児の集団療育

は、小学校入学に向けた「就学移行支援」の役割も担って

いると考えられるが、環境整備に焦点を当てた支援が多く、

子どもに対する介入研究はエビデンスに乏しい。Ishikawa 
et al (2016)は、Keio School Start Program (KSSP)を構築
し、週 2回、個別学習とペア学習を実施し、さらに家庭で
保護者が宿題を実施するプログラムを作成した。そこで本

話題提供では、就学を控えた自閉症児を対象とした KSSP
ついて紹介し、ペア学習の効果について報告する。特に、

通常学級に就学する自閉症児に対する集団療育では、彼ら

がもつ適応行動を引き出すことが重要になるため、効果的

なペア学習の進め方について議論を深めたい。 
【ICTを用いた就学移行支援の成果 石塚祐香 】

就学準備性の形成には、アカデミックスキルズとソーシ

ャルスキルズの獲得が重要である。双方のスキルを独立し

て支援する研究は数多く報告されているが、多様な特性が

ある発達障害児に対し、双方のスキルを包括的に支援する

方法については十分に明らかにされていない。本話題提供

では、KSSPで実施した、ICTを活用した個別学習の具体
的な手続きとその成果について詳しく紹介する。特に、読

みスキルズの獲得と学校・対人場面のルールの獲得におけ

るタブレット型教材の有効性について示したい。さらに、

今回の話題提供を通して、就学移行期における ICT活用し
た支援について、実現可能性と持続可能性の観点から、療

育・教育現場への応用可能性について討議したい。 
【就学後の学校適応とその支援：アカデミックスキルズを

中心に 野田航 】

学校適応は，学業的機能，社会的機能，行動的機能の 3
つの機能から捉えることができる (Perry & Weinstein, 
1998) が，就学後に学校適応上の課題を抱える児童の多く
は，就学前から何らかの困難さを抱えていることが多い 
(e.g., 田中他, 2014: 伊藤・野田他, 2016)。そのため，就学
後の適応を予測する要因を同定し，リスクのある幼児に対

して就学前から予防的に働きかけること，就学後に生じる

困難さに対して教育的に働きかけることの双方が重要とな

る。本話題提供ではまず，大規模コホート研究の成果から，

就学前の発達特性や行動特性と就学後の学校適応との関連

に関するデータを紹介し，リスク児をスクリーニングする

方法について紹介する。その後，学校適応のアセスメント

とその支援方法について，主にアカデミックスキルズを中

心とした研究を紹介する。最後に，学校内でアカデミック

スキルズ・ソーシャルスキルズを包括的に支援していくた

めの方法について討議する。 
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